
資 料 ２

平成１８年第４回定例県議会提出予定議案の概要（予算関係）

１ 平成１８年度一般会計予算の補正

補 正 予 算 の 規 模

補 正 額 １３,５３５,００６ 千円

既 定 額 ７７５,７３１,７３０ 千円

累 計 ７８９,２６６,７３６ 千円

［参 考］

前年度同期予算額 ７８５,９１９,５６５ 千円

対 比 ３,３４７,１７１ 千円

伸 率 ０．４ ％

－1－



（１） 歳 入
(単位 千円 △印は減を示す)

区 分 補 正 額 備 考

地 方 交 付 税 3,343,181

国 庫 支 出 金 4,224,981○ 国 庫 負 担 金 3,220,852

○ 国 庫 補 助 金 1,011,100

○ 委 託 金 △ 6,971

繰 入 金 133,782○ 基 金 繰 入 金 133,782

繰 越 金 2,732,060

諸 収 入 238,476○ 受 託 事 業 収 入 32,573

○ 雑 入 205,903
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区 分 補 正 額 備 考

県 債 2,823,900

そ の 他 38,626○ 分 担 金 及 び 負 担 金 31,069

○ 使 用 料 及 び 手 数 料 4,042

○ 財 産 収 入 2,565

○ 寄 附 金 950

補 正 額 合 計 13,535,006
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（２） 歳 出（主なもの）
◎印は補正新規事業を表す

事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

９月補正予算の内訳

① 県民生活や県経済への影響が大きく、緊急性が高いもの 12,585,132

② 事業費確定、国庫補助事業の内示等に伴うもの 949,874

合 計 13,535,006

（総 務 委 員 会 関 係） 186,591
知 事 直 轄 28,662◎常設災害対策本部室整備事業費 37,500

災害対策本部室を県庁舎４階西北フロアに常設化するための
改装工事、機器等整備の実施

総 務 部 157,353◎建物解体撤去費 130,000
未利用県有施設のうち、安全や有効利用の観点から課題のあ
る施設について解体撤去を実施

（企画経済委員会関係） 1,306,324
総 合 企 画 部 16,760○子育て県民応援事業費 2,000

2,900 → 4,900
少子化対策を社会全体で進めていくための県民運動の展開

少子化対策基本条例（仮称）の制定準備など事業内容の
充実
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事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

産 業 労 働 部 1,289,564○企業立地促進事業補助金 1,280,164
731,738 → 2,011,902

県内事業所設置に係る初期投下固定資産取得費等に対する助
成

補助対象企業数 10社 → 17社

（厚生環境委員会関係） 147,867
環 境 生 活 部 38,219◎安全・安心まちづくりパトロール事業費 700

安全・安心まちづくりを県民運動として推進するため、県自
らも防犯ステッカーを作成し、県公用車に貼付

○安全・安心まちづくり地域安全活動促進事業費 3,000
920 → 3,920

ボランティア団体及びフレンドリー企業登録制度の運営
ボランティア団体へ配布する活動用物品の増等

◎家庭用品テスト事業費 1,000
日常生活に密着した商品を試買し、安全性等に関するテスト
を実施

◎岐阜県子ども危険予知訓練指導者養成事業費 400
子ども自身の危険予知や危険回避能力を育成する指導者の養
成

健 康 福 祉 部 109,648○不妊治療助成事業費 17,200
38,700 → 55,900

医療保険が適用されず、高額医療費がかかる特定不妊治療に
要する費用の一部を助成

助成枠の拡大
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事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

○新生児聴覚障害対策事業費 10,784
36,934 → 47,718

検査機器を設置する産科医療機関への新生児聴覚検査の委託
検査委託件数の拡大

○市町村地域生活支援事業費補助金 40,432
90,206 → 130,638

障害者が身近な地域で自立した生活を営むことができるよう
市町村が実施する相談支援等の各種事業に対する助成

市町村実施事業量の増

◎障害者就労訓練設備等整備事業補助金 21,640
民間の障害者施設が実施する就労移行支援等の新事業の開始
に必要となる備品等の購入経費に対する助成

助成先 ５施設

○一時的保育事業費補助金 13,069
38,921 → 51,990

保護者の疾病、事故等により緊急・一時的に保育が必要とな
る児童を受け入れる保育事業に対する助成

国制度変更に伴う増

◎認定こども園制度運営費 500
「認定こども園の認定基準に関する条例」に基づき、制度を
運営するための認定審査会等の開催

○児童クラブ事業費補助金 14,760
170,421 → 185,181

市町村が実施する放課後児童クラブの活動経費に対する助成
実施箇所数の増等
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事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

（農 林 委 員 会 関 係） 1,438,227
農 政 部 970,845○柿産地構造改革支援基金造成事業費補助金 19,150

16,220 → 35,370
価格が著しく低落した場合に産地構造改革の実施に要する経
費を交付するための基金造成

平成17年度分取崩しに伴う再造成

○野菜価格安定対策費補助金 34,988
38,134 → 73,122

価格が著しく低落した場合に生産者に対し補給金を交付する
ための基金造成

平成17年度分取崩しに伴う再造成等

○団体営農地災害復旧費 404,531
16,277 → 420,808

「平成18年７月豪雨」による現年災の増等

林 政 部 467,382○森林整備地域活動支援交付金 206,250
300,000 → 506,250

間伐等の森林施業に必要な現況調査、歩道整備等を行う森林
所有者等に対する交付金

活動実施見込の増

○災害関連緊急治山等事業費 96,200
107,000 → 203,200
「平成18年７月豪雨」による山地災害への対応

○林道災害復旧費 265,598
25,000 → 290,598

「平成18年７月豪雨」等による現年災の増
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事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

（土 木 委 員 会 関 係） 10,302,669
県 土 整 備 部 10,047,379○県単独建設事業 4,602,000

・揖斐川町東横山地内で本年５月に発生した地すべり災害を受
けて実施した緊急点検結果等を基に早急に対応すべき河川、
砂防、道路の箇所について「災害防止対策事業」を実施

・交通事故死者の対前年増加数が本年７月末時点で全国ワース
ト１位となり発令した「交通死亡事故多発県内警報」を受け
て緊急性の高い「道路交通事故防止対策事業」を実施

◎災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業費 66,000
「平成18年７月豪雨」により発生した「がけ崩れ」への対応

実施箇所 大垣市上石津町宮地内

○道路橋りょう災害復旧費 2,080,298
3,081,524 → 5,161,822
「平成18年豪雪」及び「平成18年７月豪雨」による現年
災の増等

○河川災害復旧費 2,826,649
1,042,926 → 3,869,575
「平成18年７月豪雨」による現年災の増等

○砂防災害復旧費 315,432
153,984 → 469,416
「平成18年７月豪雨」による現年災の増等
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事 項 補 正 額 事 業 の 概 要

（教育警察委員会関係） 153,328
教 育 委 員 会 88,980◎生徒指導緊急サポートチーム派遣事業費 2,000

学校だけでは対応が困難な生徒指導上の問題に対して、専門
的知識を有する外部の人材で編成するサポートチームを派遣

○養護学校施設整備費 44,100
560,000 → 604,100

本年３月に策定した「子どもかがやきプラン」に基づく養護
学校整備のための実施設計等に着手

新設校
岐阜北部養護学校（仮称） 23,100
西濃南部養護学校（仮称） 16,200

既設校
長良養護学校 4,800

警 察 本 部 64,348○交番庁舎建設費 3,868
61,000 → 64,868

岐阜駅前交番建設のための実施設計等に着手

◎免許情報ファイリングシステム全国接続システム機器整備費 13,733
都道府県間での自動車運転免許情報に関するデータ送受信を
行うためのシステム機器の導入

◎ガスクロマトグラフ質量分析システム管理費 1,750
覚せい剤等薬物・毒物の成分特定に不可欠な鑑定機器の更新
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（３） 債務負担行為

① 追 加 分 ６ 件

○ 厚生環境委員会関係 １ 件
産業廃棄物処理業者登録管理・監視指導システム整備及び保守管理委託

○ 農 林 委 員 会 関 係 １ 件
金融機関が木曽三川水源造成公社に造林事業資金を融資したことによって
損失を受けた場合の損失補償

○ 土 木 委 員 会 関 係 １ 件
宮川天神堰改築工事

○ 教育警察委員会関係 ３ 件
運転者管理システム機器借上げ ほか

② 変 更 分 ５ 件

○ 農 林 委 員 会 関 係 ３ 件
金融機関が岐阜県農畜産公社に農地保有合理化促進事業資金を融資したこ
とによって損失を受けた場合の損失補償 ほか

○ 土 木 委 員 会 関 係 １ 件
河川情報システム機器借上げ

○ 教育警察委員会関係 １ 件
警察統合情報通信ネットワークシステム機器借上げ
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２ 平成１８年度特別会計予算の補正
（単位 千円）

（１） 母子寡婦福祉資金貸付特別会計 7,039

母子福祉資金貸付金の増等

（２） 県 営 住 宅 特 別 会 計 66,443

平成17年度決算見込に伴う基金への積立等

（３） 流 域 下 水 道 特 別 会 計 500,068

平成17年度決算見込に伴う維持管理負担金の還付、公営企業金融公庫資金の借換等


